
 

 

 

 

組合員の皆様へ 

今年も全国各地で桜が開花し、ようやく暖かい気候となりましたが、特にスギ・ヒノキによる花粉症

は例年以上に流行しておりますので、野外作業時にはゴーグル、マスク着用による感染対策を徹底願

います。又、一日の間で寒暖の差が激しい気候が続きますので、インフルエンザ等感染症対策を行い、

体調管理に十留意願います。 

 

【再度】実施状況報告書について 

2023年度（報告対象期間 2023.04.01～2024.03.31）の「実施状況報告書」        

（省令様式第１０号）は 2024 年 4 月末までに必ず組合までにご提出をお願いします。 

報告事項は以下の通りです。 

＊ 技能検定受検状況 

＊ 実施体制 

＊ 労働条件                                          

1.実労働日数                                          

2.所定内実労働時間数                                      

3.超過実労働時間数                                       

4.きまって支給する給与額（超過労働給与額を含む）                         

5.賞与、期末手当等特別給与額                                   

6.控除額（食費、住居費、税・社会保険料、その他）                           

7.昇給率 

＊ 行方不明者の発生状況 等々 

原則、報告書は実習実施者自ら記載し提出することが求められておりますので、ご対応を宜しく  

お願いします。不明点がありましたら、組合の担当者または事務局までにお問い合わせ頂くよう  

お願いします。 

※様式は添付致しますので、ご利用ください。 

機構のホームページ https://www.otit.go.jp/youshiki_03/からダウンロードもできます。 
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緊急連絡先 

【事務局】         TEL ：048-755-9591    FAX：048-755-9827 

【組合職員携帯】     070-1229-0925（日水）  070-3667-8667 (杉戸)  090-2323-7188（王）    

 

https://www.otit.go.jp/youshiki_03/からダウンロード


技能実習制度の見直し  

・日本政府は 2024年 3月 15 日に外国人技能実習制度を廃止し、新たに外国人材の確保を目的とした新制

度「育成就労」を創設する出入国管理・難民認定法などの改正案を閣議決定しました。 

・従来の技能実習制度が国際貢献人材育成を目的としていたのに対し、新制度では人材確保と人材育成を

目的としており、基本的に 3 年間で一定の技能水準に育成し、在留資格「特定技能」への移行を促す   

ことで長期的な就労につなげる狙いがあります。 

・特定技能制度は適正化を図った上で現行制度が存続されるため、外国人労働者の就労は特定技能制度を

中心にした制度設計に移行していくとみられます。 

・「育成就労」制度における受入れ対象分野については、国内における就労を通じた人材育成になじまない

分野は受入れ対象外となる方針の為、現行の技能実習制度から大幅な変更が生じる業種も考えられます。 

・「育成就労」制度は育成期間を経て特定技能への移行を目指す制度であり、外国人が就労できる業務の範

囲は移行先の制度である「特定技能制度の設定分野」に限定されます。 

・季節性のある分野である農業・漁業については業務の実情に応じた「受入れ・勤務形態」について、    

就労の柔軟化が検討される模様です。 

・現行の技能実習制度においても、「やむを得ない事情がある場合」には受入れ先の転籍は認められていま

すが、「育成就労」制度では「やむを得ない場合の転籍」の範囲が拡大され、手続も柔軟化されます。 

・外国人労働者と認識の相違などにより、やむを得ない場合の転籍が発生すると、受入れ企業にも大きな

影響が出ますので、こうした事態を避けるためには労働条件通知書の提示や本人説明の方法、説明内容

を記録に残すといった実務を厳密に進めていくことが重要になります。 

・勤労期間が 1 年を超えているなどの条件を満たせば「本人意向による転籍」も認められるようになりま

すので、外国人労働者の賃金がより高く利便性の良い三大都市圏の企業に移動してしまうことも考えら

れます。 

・「育成就労」制度の転籍支援については、監理団体が中心に行います。 

・外国人労働者の監理団体には、現行の技能実習制度における監理業の免許とは別に「育成就労」制度の

新たな要件に則った許可申請が必要になります。 

・従来の外国人技能実習機構は新たな制度のもとで改組され、労働基準監督署や地方出入国管理局と連携

して、「育成就労」制度と特定技能制度の両方について相談業務を担当し、監督機能を持つと考えられて

います。 

・特定技能制度の登録支援機関には、現状ではほぼ監督がなく、立ち入り調査や定期的な監査も行われて

いませんが、新たな機構が関与することになった後の実務は厳格になると思われます。 

・受入れ機関側の要件として、人材育成の観点から受入れ人数枠を適正化する方針であり、現行の特定技

能制度における分野別協議会への加入が求められる見込みです。 

・従来の特定技能制度では、技能実習を経て特定技能 1 号の在留資格を得る「技能実習ルート」と、技能

検定 3級等及び日本語能力試験 N4等の合格によって特定技能 1号の在留資格を得る「試験ルート」の 

二つがありましたが、「育成就労」制度では「試験ルート」のみに整理される見込みです。 

・特定技能外国人の支援業務について、委託先は登録支援機関に限定され、配置される職員や支援実績の

透明性を高めることとされています。 

・送出し機関による訪日の手数料に関しては国によって大きな開きがあり、その透明化が必要になって  

おり、高額な手数料を徴収する悪質な機関の排除を目指します。 

・国会での改正法審議は 2024 年 3 月～6 月に実施され、改正法の施行は 2025 年～2027 年となる見込みです。 










